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【関係法令等】 

横須賀市のグループホーム（共同生活援助）の入居者家賃助成金については、「障害

者グループホーム入居者家賃助成金支給要綱」に基づいて支給します。 

また、グループホームの設置、運営に関しては、「障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関す

る基準」のほか、以下の関係法令等を遵守することが求められます。 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援

法） 

・障害者基本法 

・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法） 

・身体障害者福祉法 

・精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（精神保健福祉法） 

・知的障害者福祉法 

・福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律 

・障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待防

止法） 

・障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進法） 

・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バ

リアフリー法） 

・消防法 

・建築基準法 など 

  

グループホーム○○ 
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入居者家賃助成金（新制度）について 

 

～令和７年度から補助金制度を改正します～ 

これまでの家賃補助制度は、グループホームの定員などによって入居者の補助金

額が異なっていましたが、公平性を確保する観点から、入居者１人当たり２万円

（上限額）の助成制度に改めました。（市外のグループホームに入居されている人

も同額の２万円（上限額）が助成されます。）また、これまでは事業者が所有する

建物については補助の対象外（賃貸物件のみが対象）でしたが、事業者が所有す

る建物についても助成対象として改めました。さらに、事務手続きの効率化を目

的として、これまでの補助金の申請手続きを廃止して、かながわ自立支援給付等

システム（以下、「かながわシステム」と表記。）による請求方法を導入しまし

た。 

 

【旧制度と新制度の比較】 

項目 現行制度 新制度（R7 年度～） 
費目 補助金 助成金（扶助費） 

補助対象 
グループホーム（入居者の家賃
に充てる） 
※法人所有物件を除く 

入居者 
※法人所有物件を含む 

対象経費 
グループホームが負担する家
賃、地代 

入居者が負担する家賃（食費、光
熱水費等を除く） 

補助金額 
（月額） 

家賃：月額家賃の２分の１（上
限 100,000 円） 
契約更新料：上限 120,000 円 

家賃：１人当たり上限 20,000 円 
契約更新料：なし 

空室への補助 あり なし 

申請方法 
補助金交付申請書提出 
（e-kanagawa 電子申請、郵送等） 

かながわシステム 

 

経過措置について  

令和７年３月 31 日までに事業所の指定を受けたグループホームについては、令和

７年度から令和９年度までの３年間、旧制度（補助金）または新制度（助成金）の

いずれかを選択することができる経過措置を設けました。 

※年度の途中に制度を変更することや、新制度を選択した後の年度に旧制度を選択

することはできません。 
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１ 助成金支給の流れ 

助成金（新制度）では、年度当初に「障害者グループホーム入居者家賃助成内訳書」

を市に提出し、その後、「かながわシステム」で入居者家賃助成金の請求を行いま

す。 

その後、請求に基づき、連合会を通じて入居者家賃助成金がグループホームに支払

われます。 

共同生活援助サービス費 家賃助成金

一次審査（連合会） 二次審査（市）

共同生活援助サービス費 家賃助成金

全国（標準）システム かながわシステム

請求

（事業所）

審査

支払

（連合会）
 

※家賃助成金のみの請求はできません。共同生活援助サービス費（本体請求）と合わせて毎

月、請求を行います。 

【例】４月分の家賃助成金の請求の場合のスケジュール 

時期 事務内容 所掌 

４月末まで 入居者家賃助成金内訳書を提出 事業所⇒市 

５月１日～10 日まで 「かながわシステム」により請求 事業所 

５月下旬 請求内容を審査 市 

５月 30 日 支払情報の確認 事業所 

６月 15 日 家賃助成金の支払い（振込） 連合会⇒事業所 

 

 

２ 助成対象 

グループホーム（市外を含む）に入居（共同生活援助を利用）している入居者の家

賃（食材料費や光熱水費、日用品費、保険料等の諸経費を除く）が対象となります。 

また、長期入院等で当該居室を確保し、入居者が家賃を負担している場合や入居前

の体験的な利用（体験利用）した場合に体験利用者が家賃を負担する場合も助成の

対象となります。 
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※生活保護受給者は対象外となります。（基準額の範囲内で生活保護費「住宅扶助

費」から支給されます。） 

生活保護受給者の助成金（新制度）について  

生活保護受給者は家賃助成金の対象外となりますが、年度の中途やさかのぼって生

活保護の受給が決定または停止、廃止などがあった場合等、当該入居者が負担して

いる家賃がある場合には助成金の対象となります。 

【例①】過去にさかのぼって生活保護の受給が「決定」された場合 

例えば R7.2 月に R7.1 月までさかのぼって生活保護の受給が決定された場合は、

R7.1 月～R7.2 月までの家賃助成金の支給をすでに受けていることとなるため、

R7.1 月～R7.2 月の生活保護費（住宅扶助費）は、市の家賃助成金や国の特定給

付を差し引いた額が住宅扶助費としてさかのぼって支給されます。 

※家賃助成金をさかのぼって返還する必要はなく、特に手続き等の必要もありま

せん。 

【例②】過去にさかのぼって生活保護の受給が「廃止」等となった場合 

例えば R7.3 月に R7.1 月までさかのぼって生活保護を受給しなくなった場合は、

R7.1 月～R7.3 月までの生活保護費（住宅扶助費）を生活保護受給者は市に返還

するよう求められます。R7.1 月～R7.3 月の家賃は、さかのぼって自己負担する

必要が生じるため、さかのぼって家賃助成金の対象となります。この場合、R7.1

月～R7.3 月の過誤申立書を提出し、翌請求月以降に全国システム（標準システ

ム）で R7.1 月～R7.3 月の共同生活援助サービス費（本体請求）の再請求と、「か

ながわシステム」で家賃助成金の再請求を行う必要があります。 

※詳しくは「６ 過誤による助成金の再請求」（P.20）をご覧ください 

 

 

生活保護費（住宅扶助費）を受給している入居者の

家賃額を変更する場合には、生活支援課へ速やかに

「障害者グループホーム家賃本人負担額証明書」を

ご提出ください。 

 

【お問い合わせ先】民生局福祉こども部生活支援課 

電話：046-822-9574 

FAX：046-822-9962 

   

生活保護受給者の手続きについて（お願い） 
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３ 助成金額 

入居者１人あたり月額 20,000 円（上限額※） 

※月額家賃から国の特定障害者特別給付費（補足給付、上限 10,000 円）を差し引いた実負

担額と 20,000 円とを比較していずれか低い額 

【例】 

入居者 要件等 家賃 国の特定給付費 家賃助成金額 

A さん 住民税非課税世帯 55,000 円 10,000 円 20,000 円 

B さん 住民税非課税世帯 28,000 円 10,000 円 18,000 円 

C さん 住民税課税世帯 65,000 円 0 円 20,000 円 

D さん 生活保護受給世帯 44,000 円 10,000 円 0 円 

 

体験入居等の場合について  

体験入居や転居等により同一月内に複数のグループホームに入居された場合の家

賃助成金についても、１月あたり 20,000 円が上限額となります。 

この場合は、同一月内に入居されていた各グループホームの間で家賃助成金額を確

認し合い、合計した請求金額が 20,000 円を超過することのないようにご注意くだ

さい。 

【例】最初に入居したグループホーム A の家賃が 15,000 円、次に入居したグルー

プホーム B の家賃が 20,000 円の場合 

体験入居先 月額家賃 家賃助成金 自己負担 

グループホーム A 15,000 円 15,000 円 0 円 

グループホーム B 20,000 円 5,000 円 15,000 円 

合 計 35,000 円 20,000 円 15,000 円 

※グループホーム B では家賃助成金を 20,000 円で請求してしまうことのないように注

意 
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４ 提出書類 

 

４－１ 「かながわシステム」による請求の場合 

年度当初には、４月末までに「障害者グループホーム入居者家賃助成金内訳書」を

市に提出してください。その後、入居者の入退居や月額家賃の変更、生活保護の受

給開始等に伴い、家賃助成金の請求に変更が生じた場合は、請求月の前月末（例え

ば９月分の家賃に変更が生じた場合は９月末）までに修正した「障害者グループホ

ーム入居者家賃助成金内訳書」をご提出ください。（必要に応じて別途「入居者の

家賃の額を証する書類」の提出を求める場合があります） 

※グループホーム（住居）ごとに作成して提出してください。 

 
※「障害者グループホーム入居者家賃助成金内訳書」の様式は、市 HP「障害者グループホ

ーム入居者家賃助成金（新制度）」（https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/2625/s

isetu/gh_yachin.html）からもダウンロードできます。 

 

 

提出書類は、「e-kanagawa 電子申請システム」によりご提出ください。 

提出方法 
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【注意】「e-kanagawa 電子申請システム」は一定時間操作しないとタイムアウトします 

「障害者グループホーム入居者家賃助成金請求内訳書」の提出 

① 事前に提出書類の入居者家賃助成金請求内訳書.xlsを作成し、データを保

存しておきます。 

② 以下のURLにアクセスして、「e-kanagawa電子申請システム」のログイ

ン画面を開きます。 

URL：https://dshinsei.e-kanagawa.lg.jp/142018-u/offer/offerList
_detail?tempSeq=95230 

 

③ 利用者登録せずに申し込む方はこちら＞をクリックします。 

※利用者登録をしても操作等は変わりませんので、『利用者登録せずに申し込む方はこ

ちら＞』から操作してください。 

 

④ 手続き申込画面が開きます。 
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⑤ 同意するをクリックします。 

 
⑥ 申込画面が開きます。 

 

⑦ 『事業所番号』（半角数字 10 桁）を入力します。 

 

⑧ 『事業所名（グループホーム名）』を入力します。 

 

⑨ 『連絡先メールアドレス』を入力します。 
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⑩ ファイルの選択をクリックします。 

 

⑪ ファイル選択のダイアロボックスが開いたら、保存していた入居者家賃助

成金請求内訳書.xls ファイルを選択します。 

※表示されるダイアロボックスは、お使いのパソコンの OS 等により異なります。 

 

⑫ 確認へ進むをクリックします。 

 

⑬ 申込確認画面が開きます。 
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⑭ 申込むをクリックします。（修正する場合は入力へ戻るをクリックすると

⑩の申込画面に戻ります） 

 

⑮ 申込完了画面が開きます。 

 

⑯ 申込画面で入力したメールアドレスあてに【申込完了パスワード通知メー

ル】が届きます。 
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⑰ 続けて申込画面で入力したメールアドレスあてに「入居者家賃助成金請求

内訳書の受付について」メールが届きます。 

 

以上で提出書類「障害者グループホーム入居者家賃助成金請求内訳書」の提

出は完了となります。 

後日、市から「障害者グループホーム入居者家賃助成金請求内訳書」の受理

（不受理）についてメールが送信されます。 
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「障害者グループホーム入居者家賃助成金請求内訳書」の修正 

※市から「入居者家賃助成金請求内訳書の受理について」のメールが送信された後は、修正や

取下げはできません。申し込み（提出）した「入居者家賃助成金請求内訳書.xls」に誤りな

どがあった場合は、障害福祉課（TEL：046-822-8244）にご連絡ください。 

① 事前に入居者家賃助成金請求内訳書.xlsの修正したデータを保存しておき

ます。 

② 以下のURLにアクセスして、「e-kanagawa電子申請システム」のログイ

ン画面を開きます。 

URL：https://dshinsei.e-kanagawa.lg.jp/142018-u/offer/offerList
_detail?tempSeq=95230 

 

③ 申込内容照会をクリックします。 

 

④ 申込内容照会画面が開きます。 
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⑤ 最初に申し込みを行った際にメールで通知された整理番号（半角数字 12

桁）を入力します。 

 

⑥ 最初の申し込みを行った際にメールで通知されたパスワード（半角英数字

10 桁）を入力します。 

 

⑦ 照会するをクリックします。 

 

⑧ 申込詳細画面が開きます。 
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⑨ 過誤申立書のデータを修正する場合は、修正するをクリックします。過誤

申立書を取り下げる場合は、取下げるをクリックします。 

 

⑩ 【修正するをクリックした場合】申込変更画面が開きます。 

 

⑪ 入居者家賃助成金請求内訳書を修正する（差し替える）場合は、削除をク

リックします。 

 

⑫ 最初に添付していた入居者家賃助成金請求内訳書のデータが削除されま

す。ファイルの選択をクリックします。 
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⑬ ファイル選択のダイアロボックスが開いたら、保存していた入居者家賃助

成金請求内訳書.xls ファイルを選択します。 

※表示されるダイアロボックスは、お使いのパソコンの OS 等により異なります。 

 

⑭ 確認へ進むをクリックします。 

 

⑮ 申込変更確認画面が開きます。 
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⑯ 修正するをクリックします。 

 

⑰ 申込変更完了画面が開きます。 

 

⑱ 入力していたメールアドレスあてに【変更完了通知メール】が届きます。 

 

以上で入居者家賃助成金請求内訳書の修正は完了となります。 
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４－２ 「かながわシステム」による請求ができない場合（個別請求） 

利用者が入院中などによって共同生活援助サービス費（本体請求）の請求がない月

は、「かながわシステム」では請求ができないため、個別に請求を行う必要があり

ます。また、県外のグループホームなどで「かながわシステム」を利用することが

困難な場合など、「かながわシステム」で請求ができない場合は、「障害者グループ

ホーム入居者家賃助成金（個別）請求内訳書」と「請求書」に添付書類の「入居者

に交付した家賃等の領収書（写）」を添えて提出してください。 

※グループホーム（住居）ごとに作成して提出してください。 

  
※「障害者グループホーム入居者家賃助成金内訳書」の様式は、市 HP「障害者グループ

ホーム入居者家賃助成金（新制度）」（https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/262

5/sisetu/gh_yachin.html）からもダウンロードできます。 

 

 

○ 個別請求を行う場合は、提出書類を障害福祉課あてにメールでご提出ください。 

【提出先】横須賀市民生局福祉こども部障害福祉課 施設係 

E-mail：wf-shogai@city.yokosuka.kanagawa.jp 

提出方法 
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○ メールによるご提出が困難な場合など印刷物をご提出いただく場合は、郵送また

は持参の方法により、ご提出ください。 

 

 

 

提出日（請求）について  

入居者家賃助成金は、後払い（実績払い）となります。 

毎月分を毎月請求（提出）するか、もしくは、個別請求の必要がなくなった日まで

の月分をまとめて請求（提出）するかについては、グループホームのご都合によっ

て、どちらでも構いません。 

ただし、年度ごとの請求となりますので、入院等の期間が年度をまたぐ場合には、

当年度分として３月末までに提出してください。 

【事例】入院により 1 月分から５月分までの家賃助成金を個別請求する場合 

（例①）まとめて請求する場合 

①１月分～３月分までの家賃助成金を３月 31 日までに提出（１回目） 

②４月分～５月分までの家賃助成金を６月以降に提出（２回目） 

※年度をまたぐため、２回に分けて提出します 

（例②）毎月請求する場合 

①１月分の家賃助成金を２月以降に提出（１回目） 

②２月分の家賃助成金を２月 28 日までに提出（２回目） 

③３月分の家賃助成金を３月 31 日までに提出（３回目） 

④４月分の家賃助成金を４月 30 日までに提出（４回目） 

⑤５月分の家賃助成金を５月 31 日までに提出（５回目） 
 
  

市が受信できるメールの最大容量は 10MB となります。最大容量を超

える場合は、添付ファイルを何回かに分けてメール送信するか、オンラ

インストレージ（最大 1,000MB）による提出をご希望の場合は URL と

パスワード等をお伝えいたしますのでご連絡ください。 
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５ 「かながわシステム」による助成金の請求 

毎月、全国システム（標準システム）で共同生活援助サービス費（本体請求）の請

求を行うと同時に、「かながわシステム」で、入居者家賃助成金の請求（４月分の請

求は５月１日～10 日までに請求明細書情報のアップロード）を行います。 

 

「かながわシステム」の操作方法については、『かながわシステム概要マニュアル』

や『かながわシステム環境設定マニュアル』のほか、『請求情報作成ツール操作マ

ニュアル』、『かながわシステム操作マニュアル』などの各種マニュアルの手順に従

って操作してください。（各種マニュアルは「かながわシステム」にログインして

ダウンロードします。） 

    

「かながわシステム」の操作方法等について、不明な点等がある場合は、連合会へ
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お問い合わせください。 

神奈川県国民健康保険団体連合会 障害者支援係 

電話番号：045-329-3416 

受付時間：8 時 30 分～17 時 15 分（土日祝休日、年末年始を除く） 

 

県外の事業所の場合  

神奈川県外に所在するグループホームで、「かながわシステム」に事業者登録を行っ

ていない場合には、事前に連合会に事業者登録を行う必要があります。 

「かながわシステム」に事前登録を行う場合は、連合会（国保連）に様式「かなが

わ自立支援給付費等支払システム 県外事業者・施設登録シート」を提出してくだ

さい。 

※様式は、連合会（国保連）に連絡して提供を受けてください。 

【連絡先】神奈川県国民健康保険団体連合会 障害者支援係 

電話：045-329-3416 

対応時間：8：30～17：15（土日、祝休日、年末年始を除く） 

※４－２ 「かながわシステム」よる請求ができない場合（個別請求）（P.16）に従

って、個別請求を行うこともできます。 

 

 

入居者家賃助成金額が 20,000 円（月額家賃から特定給付費を差し引いた額が

20,000 円以上）の入居者は、「かながわシステム（請求情報作成ツール）」の「サ

ービス選択」画面で、『入居者家賃助成金』（サービスコード３３８００１）を選択

します。入居者家賃助成金額が 20,000 円未満（月額家賃から特定給付費を差し引

いた額が 20,000 円未満）の入居者は、『入居者家賃助成金（上限未満）』（サービ

スコード３３８００２）を選択

し、サービス単位数が「999998」

と表示されるので、当該入居者

の家賃助成金額に入力し直して

ください。 

 

  

入居者ごとの家賃助成金の入力 
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６ 過誤による助成金の再請求 

 

６－１ 過誤申立ての手続き 

入居者家賃助成金の請求を行い、請求月の 11 日（国の標準システムの請求締切日

の翌日）以後に請求誤りが判明した場合は、「かながわシステム」による入居者家

賃助成金の請求の修正ができません。 

誤って請求した月分の入居者の共同生活援助サービス費（本体請求）を「過誤申立

書」を提出し、改めて再請求を行うことで、過誤処理（自動的に相殺）されます。 

過誤申立ての手続きは、横須賀市の「e-kanagawa システム」により「過誤申立書」

を市に提出します。 

過誤申立書を提出した翌請求月に、全国システム（標準システム）で共同生活援助

サービス費（本体請求）の再請求と、「かながわシステム」で家賃助成金の再請求を

行います。 

 

「請求取消」した場合の再請求  

全国システム（標準システム）の請求を取消すと、「かながわシステム」の請求も自

動的に取消されます。 

「かながわシステム」の再請求を行う場合は、システムの関係上、請求エラーの原

因となるため、再請求月の翌日以降に行ってください。 

 

助成金の請求が「否決」された場合の再請求  

入居者家賃助成金の請求が明らかに誤っていることが市の審査で判明した場合に

は、市が助成金の請求を「否決」処理します。 

この場合、共同生活援助サービス費（本体請求）の請求については有効のため、全

国システム（標準システム）により、いったん事業所に共同生活援助サービス費（本

体請求）は支払われますが、「否決」された助成金を再請求するためには、共同生活

援助サービス費（本体請求）の過誤申立書を提出したのち、翌請求月以降に再度、

全国システム（標準システム）で共同生活援助サービス費（本体請求）の再請求と、

「かながわシステム」で助成金の再請求を行う必要があります。 

※助成金（市単）のみの請求はできないため、いったん本体請求を過誤申立てした
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うえで、本体請求と助成金を合わせて再請求する必要があります。 

共同生活援助サービス費 家賃助成金【誤】

否決

共同生活援助サービス費

過誤申立

共同生活援助サービス費 家賃助成金【正】

過誤申立

（事業所）

再請求

（事業所）

全国（標準）システム かながわシステム

請求

（事業所）

審査

（市）

支払

（連合会）

 
 
 

 

①R7.6.11 に入居者 A の 4 月分～６月分の助成金の請求誤り（差引 5,000 円×3

か月＝15,000 円が過大請求）が判明 

▼誤った請求と正しい請求（事例） 

請求年月 報酬請求合計額 
うち入居者 A の家賃助成金請求額 

誤（当初） 正 差引額 

R7.4 2,000,000 円 20,000 円 15,000 円 ＋5,000 円 

R7.5 2,500,000 円 20,000 円 15,000 円 ＋5,000 円 

R7.6 3,000,000 円 20,000 円 15,000 円 ＋5,000 円 

合 計 7,500,000 円 60,000 円 45,000 円 ＋15,000 円 

③R7.6.12 に入居者 A の４月分～６月分の過誤申立書を市に提出（20,000 円×3

か月＝60,000 円が過誤金額） 

④R7.7.1（7 月請求）で入居者 A の 4 月分～6 月分の助成金を再請求 

請求年月 報酬請求合計額 
うち入居者 A の家賃助成金請求額 差引当月 

報酬額 過誤金額 再請求 

R7.7 3,500,000 円 ▲60,000 円 45,000 円 3,485,000 円 

↑当初の誤っていた 60,000 円の請求が差し引かれ、正しい再請求の 45,000 円

が加算されて 15,000 円の過大請求が自動的に相殺されます。 

過誤請求手続き（相殺）の事例 
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６－２ 過誤申立書の提出（「e-kanagawa 電子申請システム」の操作手順） 

【注意】「e-kanagawa 電子申請システム」は一定時間操作しないとタイムアウトします 

「過誤申立書」の提出 

① 以下のURLにアクセスして、「e-kanagawa電子申請システム」のログイ

ン画面を開きます。 

URL：https://dshinsei.e-kanagawa.lg.jp/142018-u/offer/offerList
_detail?tempSeq=82770 

 

② 利用者登録せずに申し込む方はこちら＞をクリックします。 

※利用者登録をしても操作等は変わりませんので、『利用者登録せずに申し込む方はこ

ちら＞』から操作してください。 

 

③ 手続き申込画面が開きます。 

 



障害者グループホーム事務マニュアル 

～入居者家賃助成金編～ 

23 
  

④ 過誤申立書.xls をクリックします。 

ファイルをデスクトップなどに保存し、ファイルを開きます。 

 

⑤ 過誤申立書（請求取下依頼書）の記入例が開きます。 

 

⑥【入力・提出用】シートをクリックします。 
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⑦ 記入例を参考に事業所番号や事業所名などの必要項目を入力します。 

 

⑧「サービス種別」欄は『共同生活援助』と入力し、「過誤申立の理由」欄は

『家賃助成金の請求誤り』と入力し、データを保存します。 

 

⑨ システム画面に戻り、同意するをクリックします。 
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⑩ 申込画面が開きます。 

 

⑪ 『事業所番号』（半角数字 10 桁）を入力します。 

 

⑫ 『事業所名』を入力します。 

 

⑬ 県内のグループホームは『神奈川県内』をクリックします。県外のグルー

プホームは『神奈川県外』をクリックし、都道府県名を下の入力欄に入力

します。 
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⑭ 『連絡先メールアドレス』を入力します。 

 

⑮ 『ファイルの選択』をクリックします。 

 

⑯ ファイル選択のダイアロボックスが開いたら、保存していた過誤申立

書.xls ファイルを選択します。 

※表示されるダイアロボックスは、お使いのパソコンのブラウザ等により異なります。 

 

⑰ 確認へ進むをクリックします。 
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⑱ 申込確認画面が開きます。 

 

⑲ 申込むをクリックします。（修正する場合は入力へ戻るをクリックすると

⑩の申込画面に戻ります） 

 
⑳ 申込完了画面が開きます。 

 

㉑ 申込画面で入力したメールアドレスあてに【申込完了パスワード通知メー

ル】が届きます。 
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㉒ 続けて申込画面で入力したメールアドレスあてに「過誤申立書受付完了」

メールが届きます。 

 

以上で過誤申立書の提出は完了となります。 

後日、市から過誤申立書の受理（不受理）について、再度、メールを送信し

ます。 
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「過誤申立書」の修正 

※市から過誤申立書の受理についてメールが送信された後は、修正や取下げはできません。申

し込み（提出）した「過誤申立書.xls」に誤りなどがあった場合は、障害福祉課（TEL：046-

822-8244）にご連絡ください。 

① 以下のURLにアクセスして、ログイン画面を開きます。 

URL：https://dshinsei.e-kanagawa.lg.jp/142018-u/offer/offerList
_detail?tempSeq=82770 

 

② 申込内容照会をクリックします。 

 

③ 申込内容照会画面が開きます。 
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④ 最初に申し込みを行った際にメールで通知された整理番号（半角数字 12

桁）を入力します。 

 

⑤ 最初の申し込みを行った際にメールで通知されたパスワード（半角英数字

10 桁）を入力します。 

 

⑥ 照会するをクリックします。 

 

⑦ 申込詳細画面が開きます。 
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⑧ 過誤申立書のデータを修正する場合は、修正するをクリックします。過誤

申立書を取り下げる場合は、取下げるをクリックします。 

 

⑨ 【修正するをクリックした場合】申込変更画面が開きます。 

 

⑩ 過誤申立書を修正する（差し替える）場合は、削除をクリックします。 

 

⑪ 最初に添付していた過誤申立書のデータが削除されます。ファイルの選択

をクリックします。 
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⑫ ファイル選択のダイアロボックスが開いたら、保存していた過誤申立

書.xls ファイルを選択します。 

※表示されるダイアロボックスは、お使いのパソコンのブラウザ等により異なります。 

 

⑬ 確認へ進むをクリックします。 

 

⑭ 申込変更確認画面が開きます。 
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⑮ 修正するをクリックします。 

 

⑯ 申込変更完了画面が開きます。 

 

⑰ 入力していたメールアドレスあてに【変更完了通知】メールが届きます。 

 

以上で過誤申立書の修正は完了となります。 

後日、市から過誤申立書（修正）の受理（不受理）について、再度、メールを

送信します。 
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７ 助成金の支給 

 

７－１ かながわシステムによる請求の場合 

請求に基づき、連合会を通じてグループホームの指定の口座に振り込まれます。 

振込日は、原則、請求月の翌月 15 日となります。 

 

７－２ 個別請求の場合 

請求に基づき、市から直接、グループホームの指定の口座に振り込みます。 

適正な請求書を受理してから支払いまでは１か月程度要します。 

振込予定日は、市から事前に通知する「支給決定通知書」に記載します。 

 

７－３ 入居者への領収証の交付 

支給された家賃助成金は必ず入居者の家賃に充ててください。 

また、入居者には、家賃額やそこから差し引く市の家賃助成、国の特定給付費等の

内訳、明細を記載した領収書を交付するようお願いします。 

※市が入居者家賃助成金の審査を行うにあたり、入居者に交付した領収書（写し）の提出を

求める場合があります。 

留意事項  

支給を受けた入居者家賃助成金が入居者の家賃に充当していないことが判明した

場合など、助成金の目的に反することが認められた場合は、すでに支払い済みの助

成金について返還を求めることとなります。 
 


